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の意を申し上げる。本研究の実施に当たって、北京大学より China Health and Retirement Longitudinal Study(以
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本研究の目的は 2020 年にリリースされた第 4 wave の CHARLSの個票データを用い、年齢をラン






















1 新農保を評価するにあたって、主に使用するデータは CHARLS データと China Family Panel Study
（CFPS）である。2013 年 CHARLS データは 2015 年 1 月にリリースされ、2012 年 CFPS データは 2015
年 5 月にリリースされた。 
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2009 年時点での保険料は、100 元/年、200 元/年、300 元/年、400 元/年、500 元/年の 5 つの納付基準
があり、どのランクの保険料を納付するのも任意である2。地方政府は独自に保険料基準の調整を行うこ
とができ、例えば平均所得の高い北京市においては、2021 年から 9,000 元/年という保険料基準も新設
した。集団的補助金というは所属している村が可能であれば、加入者に対して一定の補助金を提供する
ことである。補助金額については、村民委員会の主催した村民代表会議で決める。政府補助金について

















2009; 高山・白石, 2017;北村, 2018; Mastrobuoni, 2009; Oshio et al., 2011; Atalay and Barrett, 
2015; Blundell et al., 2016; Cribb et al., 2016; Engels et al., 2017; Rabaté, 2019）。例えば、





限られている研究の中で、中国(Zhang et al., 2014 ;Ning et al., 2016;Shu, 2018; Huang and Zhang, 
2021)、ブラジル(de Carvalho Filho, 2008; Oliveira et al., 2017)、インド(Kaushal, 2014)と南ア






処するために、操作変数法（Instrumental Variable, 以下 IVと称する）や RDDを用いる研究が多い。
有効な IV は、新農保政策の加入に強く関連していることと高齢者の労働供給に相関を持たないことを




et al., 2014; Zhang, 2015）。逆の因果性の他、欠落変数の存在も内生性問題を引き起こす可能性があ
る。パネルデータの蓄積により、完全にこの問題を解決できないが、固定効果モデルを用い時間と共に
変化しない要因の影響を取り除くことが可能である(Huang and Zhang, 2021)。さらに、新農保実施の
タイミングの違いと年金受給開始年齢の制限を利用し、Difference-in-discontinuity という手法も応
用されている(Ning et al., 2016)。 
新農保実施当初、60歳以上の高齢者は、保険料を払わずに新農保年金を受給できるため、所得効果あ
るいは代替効果により、労働供給を減らしたり、増加したりすることが予想できる。実証研究の結果を
見ると、新農保政策が高齢者の労働供給に負の影響を与える研究（Zhang et al., 2014; Zhang, 2015; 










青年団北京大学委員会が共同で大規模な学際的調査プロジェクトである China Health and Retirement 






行った。その後、2013年、2015 年、2018年に 3回にわたり追跡調査を行い、第 4 waveの 2018年の全
国フォローアップ調査が終了した時点で、そのサンプルは 12,400世帯と 19,000人の回答者を含め
た。CHALRSは、米国の Health and Retirement Survey（HRS）、日本の Japanese Study of Aging and 




基礎資料として高く評価できる。Zhao et al. (2020) は追跡調査の詳細を説明している。本研究は







政府年金（pension for public servants）に加入できる。ここで、政府年金（Pension for public 
servants）、公共団体年金(Pension for public institution employees)、地域従業員基礎年金(Basic 







Yi=α1+β1Pi+εi                                           式(1) 







近年実験経済学の著しい発展に伴い、ランダム化比較試験（Randomized Control Trial, RCT）を通
じて因果効果を推定する研究が急増している。2019 年のノーベル賞（経済学）の受賞者らはフィールド
 
域住民社会養老保険（Urban and Rural Resident Pension）、都市住民養老保険（Urban Resident 
























Yi=α2+β2Pi+f(agei)+ui                                           式(2) 
f(agei)は年齢に関する多項式であり、年齢の非線形関係をコントロールしている。ここで、60 歳及びそ
の以上の加入者の年金受給率は 60 歳以下の加入者の受給率より高くなっていることを仮定し、年金受
給 Piと年齢 ageiの関係は式（3）のように表すことができる。 
 
=φ1(agei) if agei≥60   
Pr（Pi=1|agei）                             φ1(agei) ≠φ0(agei)          式（3） 
                        =φ0(agei) if agei<60 
 
 Angrist and Pischke（2009）によれば、ファジーな RD は操作変数推定と同様であり、2 段階最小二
乗法（two-stage least squares method,2SLS）を用いて推定することができる。第 1 段階目の推定式は
下記の式（4）のように示している。 





保有する可能性が高い。最適バンド幅を決める方法としては、交差検証法(Ludwig and Miller, 2007)、
そして交差検証法を改良した IK（Imbens and Kalyanaraman, 2012）及び CCT（Calonico et al., 2014）
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 図 1 は年齢5と年金受給の割合の関係を示している。こちらはファジーな RD の第 1 段階目の結果で













5 2018 年の 7 月～8 月にわたり、第 4 wave の CHARLS 調査が行われたため、ここで回答者の出生年月の











＜図 3 挿入＞ 
 
 最後に年齢と週当たり他業種従事時間数の関係（図 4）を見ると、閾値付近の 2 本のフィッティング
曲線の切片はほぼ重複しており、週当たりの他業種従事時間数にも明確な差がないと言える。 
 







 5.1 節の図 1 で分かるように、年齢閾値の近傍で年金受給率は、大きなジャンプが存在している。表









＜表 1 挿入＞ 
 
 表 2 は年金受給が農村高齢者の週当たりの就労時間数に与える影響の推定結果を表している。表 2
を見ると、年金受給は農村高齢者の農業と他の業種に従事する週当たりの時間数にポジティブな影響を
与えているが、統計的に有意ではない。こちらの推定結果は Difference-in-discontinuity を応用した
Ning et al（2016)と一致している。 
 






認し、閾値 60 歳の近傍で明確なジャンプが存在しているかどうかを判断できる（McCrary, 2008）。図
5 は 50 歳から 70 歳までの回答者の年齢の分布を表している。上記で説明したように、年金の受給につ
15 
いては、多少のずれが存在しているため、先行研究を参考に 60 歳ではなく、60.5 歳を閾値として利用










は 60 歳前にほとんど決まっており、時間とともに変化しないと考えられる。 
 
＜図 6 挿入＞ 
 
 年齢と各共変量の関係を図 6-1～6-5 で示している。いずれの図においても、閾値付近でおおむね明確
なジャンプがなく、共変量の連続性も保っているといえる。 
 上記の共変量の連続性については、回帰分析を用いて検証した結果は表 3 にまとめている。具体的に
は、各共変量を被説明変数にして、計算した最適バンド幅内のサンプルを使用し、年齢閾値ダミーと他







＜表 3 挿入＞ 
 
5.3.3 反証テスト 
 推定結果の信頼性を確認するために、ここで 60.5 歳以外の点を閾値に設定し、反証テストを行う。選
択した年齢は新農保年金の受給資格に関連していないため、労働供給を表す各変数については、統計的
に有意な推定結果を得られないはずである。ここで、57 歳と 63 歳の 2 つの年齢点を新しい閾値にして
回帰分析を行った。共変量は上記の分析と同様なものを利用している。表 4 は上記の 2 つの偽閾値を用
いた回帰分析の結果をまとめている。表 4 を見ると、予測通りにいずれの推定式においても、有意な推
定結果が得られていない。 
＜表 4 挿入＞ 
 
6.まとめ 










よる労働供給に与える効果を検証するものが多い（Zhang et al., 2014; Zhang, 2015; Ning et al., 2016）。本研究
は少なくとも新農保の加入年数が 6 年を超える 60 歳前後の高齢者に注目している。筆者の知っている限り、保
険料を払い続けている高齢者を分析する研究はまだ存在していない。 
最後に本研究の課題をまとめる。第 1に、RDD手法の外的妥当性である。RDDを利用する際に、最適バンド
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図 1 年齢と年金受給の割合の関係 





























図 2 年齢と週当たり自営業（農業を除き）従事時間数の関係 
注：2018 年 CHARLS データを用いて、筆者作成。ここで 50 歳から 70 歳までの回答者に限定し、60.5 歳を























図 3 年齢と週当たり農業従事時間数の関係 
注：2018 年 CHARLS データを用いて、筆者作成。ここで 50 歳から 70 歳までの回答者に限定し、60.5 歳を
























図 4 年齢と週当たり他業種従事時間数の関係 
注：2018 年 CHARLS データを用いて、筆者作成。ここで 50 歳から 70 歳までの回答者に限定し、60.5 歳を










表 1 新農保政策による年齢ルールが年金受給に与える影響の推定結果 









0.315 0.399*** 0.581*** 
（0.234） (0.061) (0.099) 
バンド幅 4.503 4.390 4.415 
共変量 YES YES YES 
有効サンプル数 87          919 299 
























-23.648 5.699 4.639 
（33.893） (7.605) (8.315) 
バンド幅 4.503 4.390 4.415 
共変量 YES YES YES 
有効サンプル数 87 919 299 


































図 5 回答者の年齢の分布 
















































図 6-5                         
図 6 共変量の連続性 
注：2018 年 CHARLS データを用いて、筆者作成。ここで 50 歳から 70 歳までの回答者に限定し、60.5 歳を
RD のカットオフ値と利用している。 
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-0.113 0.004 -0.153 0.113 0.038 
（0.112） (0.040) (0.879) (0.098) (0.195) 
バンド幅 4.325 6.120 4.562 4.539 6.105 
共変量 YES YES YES YES YES 
有効サンプル数 1,378 2,140 1,478 1,478 2,140 











表 4 異なった閾値を用いた回帰分析結果 



















56.515 -140.78 -34.987 112.98 -6.502 21.345 
（59.817） (106.12) (51.889) （144.89） (15.327) (32.089) 
バンド幅 6.593 3.983 4.221 4.090 5.170 3.662 
共変量 YES YES YES YES YES YES 
有効サンプル数 200 807 349 69 1,144 337 
注：2018 年 CHARLS データを用いて、筆者作成。（ ）の中で頑健誤差を表している。いずれの推定式にお
いても、年齢の一次項も入れている。 
 
 
